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会  議  録 

会議の名称 令和５年度第３回茨木市環境審議会 

開催日時 
令和５年12月27日（水） 

  （午前・午後）10時00分 開会 

  （午前・午後）12時00分 閉会 

開催場所 茨木市役所南館３階防災会議室 

議  長 岩渕 善美 

出 席 者 

岩渕 善美、奥野 美鈴、風間 明広、金谷 健、狩野 尚美、 

久米 辰雄、佐藤 匠、諏訪 亜紀、田中 耕司、山田 俊一 

【10人】 

欠 席 者 前迫 ゆり、大岩 賢悟【２人】 

傍 聴 人 ４人 

事務局職員 

足立副市長、 

松本産業環境部長、中村産業環境部次長兼環境事業課長、 

髙橋環境政策課長、井澤環境政策課長代理兼政策係長、 

山下環境政策課推進係長、森田環境政策課推進係職員【７人】 

開催形態 公開 

議題・報告 

１ 議題 

(1) 茨木市再生可能エネルギー導入戦略策定について 

(2) 茨木市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の改定について 

配布資料 

・茨木市再生可能エネルギー導入戦略（素案） 

・茨木市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（案） 

・第２回環境審議会の質問・指摘事項への回答 

・再生可能エネルギーの設備導入に係る概略単価 
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議 事 の 経 過 

発言者 議 題（案 件） ・ 発 言 内 容 ・ 決 定 事 項 

 

  

事務局 

 

 

 

会 長 

 

 

 

事務局 

 

 

会 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

会 長 

 

山田委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開会 

 

本日の会議の成立について報告する。 

本日の出席状況は、委員12名のうち、11名の出席をいただいており、

審議会規則第３条第２項により本会は成立している。 

 

それでは、議題に入る。 

議題(1)、「茨木市再生可能エネルギー導入戦略策定について」、事務

局から説明をお願いする。 

 

資料「茨木市再生可能エネルギー導入戦略（素案）」の１～26ページ

まで説明 

 

事務局から、P.26 までの説明があった。 

ひとまずここまでの範囲について意見交換を進めたい。 

次の議題もあるので、30 分間程度とし、10 時 45 分までとしたい。 

また、意見交換時間内に言いそびれた意見等があれば、会議終了

後、事務局まで電子メール等にて送付することでお受けいたしたい

が、そのような進行で良いか。 

 

＜異議なし＞ 

 

それでは、P.26 までで意見交換を行いたい。 

 

P.26 の再生可能エネルギーの導入ポテンシャル量について、この表

から、茨木市の場合、太陽光発電が中心になると思う。 

これを促進させるための施策には、我々市民にとっては、初期コスト

がかかる。補助金のことがアンケートにも書かれているが、２倍、４倍

と増やすことによって実現度が上がってくるという意識を持っている

と思う。 

ただ、戸建て住宅でないと導入が進まないようなので、戸建て住宅、

や屋根の面積が大きい公共施設で導入したらどうか。 

導入ポテンシャルの合計 623 千 kW を導入しようとすれば、2020 年度

時点で導入量が 40 千 kW なので、2050 年までに 600 千 kW ぐらいの導入

となり、かなり頑張らないといけない。茨木市は、10 年ぐらい前から、

太陽光発電について、補助金を出して推進されているので、その可能性

がどの程度あるかということは読めると思うが、その点についてどう

か。 
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発言者 議 題（案 件） ・ 発 言 内 容 ・ 決 定 事 項 
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山田委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もう１点は、廃棄物発電は、今、当市で導入していると思うが、導入

ポテンシャルをゼロにしているということは、廃棄物自体は減る傾向

にあるので、もう期待しないということだと思うが、そういう理解で良

いか。ただ、中ほどの表を見ると、廃棄物発電の現時点で残されている

導入ポテンシャルが４千 kWh となっている。上の廃棄物発電のところ

の０kW とこれがどう違うのか。 

もう１点は、工場・事業場の未利用エネルギーとは、具体的にはどう

いうものを指しているのかということを教えていただきたい。以上３

点である。 

 

１点目の補助金については、現状のままの補助制度であれば、どの程

度の件数の伸びになるか想定できるかという御意見と思うが、我々と

しても、目標設定をして現状のままというわけにはいかないと考えて

おり、補助制度をどこまでどう変更できるのか検討しているところで

ある。 

国の補助制度、交付金等を活用し、金額を少し増額していけるように

何とか取り組んでいきたいと考えている。 

廃棄物発電については、今何が見込めるかと言うと、施設・設備の更

新は、今すぐにできるものではなく、かなり高額な費用もかかるので、

設備容量としては、すぐにはポテンシャルとして見込めないという判

断である。 

ただ、設備の稼働効率を上げることに関しては、多少検討の余地があ

るということである。 

未利用エネルギーについては、具体的な施設の場所を絞った活用が

できるかを把握できている状況ではないが、製造業等でポテンシャル

は見込めると考えている。 

 

未利用のエネルギーの利用については、設備なので、お金をかけなけ

れば発電につながらない。これだけ気候が変だということで、我々市民

も事業者も、意識や危機感は持っていると思う。ただ、景気が停滞して

いる中で、いかにそれをやってもらうように仕向けるかというのは、非

常に困難なことだと思う。要は、お金がないと、予算がないと進まな

い。政府は我々地域のほうに放り投げているような感じだと思う。もっ

と飛躍的に上げようとしたら、ゼロカーボンのための宣言みたいなの

をして、「市は新たにこういう施策を講じるから、お金を持っている人

はこれに参加してください」とし、そういう意識を高めないとだめでは

ないか。 
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先ほどの廃棄物発電の設備容量が、現時点と比較して導入ポテンシ

ャルが増えないが、年間発電量がふえるのは、今の設備に摂津市からの

受け入れがあるので、今の設備容量で処理量がふえ、発電量が上がるた

めである。 

そのようなことも含めて、今、茨木市が持っている設備で、摂津市以

外のものや、工場や事務所の産業廃棄物等の受け入れを検討し、既存の

設備で上げることを検討しないと、太陽光のポテンシャルだけで見る

と、これが多いからこれを目指すとなると、絶対無理である。 

この十何年、国が FIT 制度で 1kW に 40 円程度としてきた時代から入

れてもこれだけしか入っていない。補助金が減り、大幅なコストダウン

は、窓型やフィルム型太陽光は別だが、既存の太陽光パネルでは見込め

ず、屋根に設置する太陽光は、建設工事費等が飛躍的に上がっていく方

向である。 

茨木市は、戸建て住宅への太陽光導入は進んでいると思うが、アンケ

ート結果から、賃貸に入っている人は、やる気があっても自分では設備

導入できないという回答があった。 

ここから考えて、例えば公団はいくつ、府営住宅はいくつあるのか、

こういうやつは国や公団なので、そういうものは入れやすいから、そう

いったところから働きかけ、太陽光や再生可能エネルギーをできるだ

け活用している住宅に、次の改修のときには入れていっていただくよ

うな施策をする。 

事業者もそうだが、スーパーマーケット、ホテル、病院など、エネル

ギーをものすごく使っているところはみずから再生可能エネルギーと

か太陽光パネルを入れられるが、例えば銀行なんかを見てもらうと、意

識は高いが、駅前でビルを借りていると、できない。 

そうすると、そこのビルのオーナーにどう働きかけていくか、業務用

もそうですが、そういうところは、潜在的にはものすごくあっても、み

ずから意思決定権を持っていないところが多いので、ビルを持ってい

る方に対してこれからどう働きかけていくかという戦略が大事になっ

てくると思う。 

また、再生可能エネルギーを増やすだけでなく、省エネルギーにも取

り組むとし、例えば屋根への遮熱塗料により絶対的なエネルギー使用

量を減らす。 

また、今度、万博で、もともと私のいた大阪ガスの技術屋が開発した

のだが、「SPACECOOL（スペースクール）」が全面的に採用になり、宇宙

空間に放熱するので、真夏のビルの中に入っても、「クーラーをしてい

なくても涼しい」となる。そういう技術も出てくるので、そういう省エ

ネ技術と抱き合わせで再生可能エネルギーを導入する計画を策定いた
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会 長 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

久米委員 

だきたい。 

工場の廃熱利用の未利用分については、工場のエネルギー使用効率

は、石油やガスを使っているもので 10％や 20％であり、90％ぐらいは

捨てている。技術革新が進み、今は低温で回収するような、比較的安い

廃熱回収ボイラーも出てきているので、そういうものの導入がこれか

ら進んでいくと思う。 

この工場も、十把一絡に考えるのではなくて、第一種エネルギー指定

管理工場だったら、茨木市に毎年エネルギーの使用量の改善計画を出

されているので、そういうところは、例えばゼロ宣言しているなら、い

つまでにゼロにするというようなことをこまめに打ち合わせし、そう

いうやる気の高いところはまずやる。 

資金繰りがなくて、10 年、20 年前の機械を使っている中小企業もた

くさんあると思うが、そういうところは工場の屋上を借りて太陽光パ

ネルのレンタルリースといった施策を次のところで反映していくよう

な計画にしないと、ここの数字だけ見て、太陽光がものすごく有望だと

思うと間違うので、補足として説明した。 

 

省エネしながら再エネといったシナリオの部分も一部お話をいただ

いた。 

また、導入ポテンシャルの考え方のところもあったが、導入ポテンシ

ャルに関して事務局から何かあれば、お願いしたい。 

 

導入ポテンシャルについては、廃棄物発電のところで既存の設備を

上げていくという点については、現在の設備は、令和２年から５年にか

けて更新し、20 年間の延命化を図ったところである。 

また、摂津市のごみの受け入れについては、延命化の中で稼働させて

いるため、安定的な操業をしていく必要があり、受け入れを拡大するこ

とは難しいが、効率的な運用の中で、発電量を上げていくことは取り組

んでいきたい。 

太陽光発電のポテンシャルが一番高いということは、この地勢から

言えばそうだということが改めてわかった。また、本市のエネルギー使

用量の全部を再生可能エネルギーに置きかえることができたとしても

約 42％にしかならないという結果もある。そのため、ご指摘のとおり、

まず省エネルギーを徹底し、環境教育、学習にさらに努めていきなが

ら、技術革新や効率的な導入も、市民・事業者の方と共有しながら進め

ていくことになると考えている。 

 

半数が森林であるという茨木市の特徴だが、この計画の中に森林が
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会 長 

 

事務局 

 

 

 

 

金谷委員 

 

どれだけ吸収しているかという記載が余りない。森林も、放っておくと

吸収係数がどんどん落ち、ＣＯ２を吸わなくなる。 

茨木は獣害が比較的少ないが、鹿が増え、松などが倒れてきている。 

そういう獣害を防ぐためにも、狩猟家の方が茨木市北部におられて、ジ

ビエ料理で 100％供給が回っているという、非常に模範的な都市だと思

うが、森林保全のための猟師の継承や育成をどうするのかという問題

がある。 

それから、森林系の方のこれからの森林保全に対する考え方の問題

がある。30 年、40 年たった木というのは、ＣＯ２を余り吸収しないの

で、定期的に伐採し、若い木を植えていかなければいけない。そういう

森林保全に対して、これだけ森林面積があるので、その吸収に対する考

え方についても絵を描かれているのであればコメントが欲しい。 

 

ご指摘いただいたように、本市の特性として、まち半分、山半分と言

われており、森林の占める割合が多いため、市の北部に「里山センタ

ー」があり、そちらを核とし、森林整備のボランティアの方々が、所有

者の方々の了承を得ながら、定期的に森林整備の活動をしている。 

また、今年度、「森林経営管理制度」に基づき、計画的に森林を整備

するための調査をしているため、リスクの高いところから順次整備し

ていきたいと考えているところである。育成については、「森林サポー

ター養成講座」として、森林保全に関する講義・安全教育・間伐材の現

地実習を毎年開講している。 

また、森林の吸収量では、「大阪府ＣＯ２森林吸収量・木材固定量認証

制度」が今年度から開始されている状況にあり、木材の利活用について

は、木材が成長時にＣＯ２を吸収することにより固定化できるというこ

ともあり、そういった取組も市として進めている。このような地域資源

や、先ほど申したポテンシャルのことも含めて記載の追加を検討した

い。 

 

木質バイオマスに森林吸収のポテンシャルが含まれるか。 

 

森林吸収のポテンシャルと木質バイオマスのポテンシャルはカウン

トが違うと考えるので、「再生可能エネルギーの導入とは別に、森林が

多いから、ＣＯ２削減に関してこういうことを取り込んでいます」とい

うような補足的な説明と考えている。 

 

P.26 にあるポテンシャルの数値をどうやって出されたのかというこ

とは、素案の付録でもいいので、詳しく書く必要があると思う。そうい
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事務局 

 

金谷委員 

 

 

 

会 長 

 

 

 

事務局 
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諏訪委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

う予定はあるか。 

 

御意見をいただいたので、工夫してみたいと思う。 

 

ポテンシャルがここの話のメインである。太陽光発電で建物がどう

いう形態なのかとか、そういう細かいことがわからないと、実施可能性

の出しようがないので、付録の掲載を検討していただきたい。 

 

それでは、議題１の前半については、ここまでとし、後半、再生可能

エネルギー導入戦略の続きのところ、P.27 からの説明を事務局からお

願いする。 

 

 資料「茨木市再生可能エネルギー導入戦略（案）」の27～33ページ

まで説明 

 

事務局から P.27 以降の説明があった。 

この範囲について約 30 分程度、11 時 30 分まで意見交換としたい。 

 

いくつか質問がある。 

P.28 の図 5.2 の省エネシナリオと省エネ＆再エネ導入シナリオで、

2030 年将来推計が省エネシナリオで 37％のみ、再エネ導入シナリオで

も 38％ということで、１％しか違わないが、先に省エネをし、そのあ

とエネルギー転換するという計算だから2030年段階ではそれほど変わ

っていないということか。 

P.29 の太陽光発電導入率９％は、新築戸建て住宅の６割という第６

次エネルギー基本計画を受けたものと思う。既存の住宅に対してもア

プローチをかけるべきと思うが、９％でよいのか。 

P.30 の表 6.1「再生可能エネルギー導入目標」で、現況４万 kW とあ

るが、これは現況なので、古くなる。なぜなら今、太陽光発電を導入し

ているのが４万 kW であるため、2030 年度を目指したときは、太陽光発

電設備が老朽化などによって減る量も見込まないと、この累計８万 kW

にはならないのではないのかというところが気になる。 

P.28 で排出係数の低下を見込んでいることは大切なことである。 

ただ、一方で、大手電力会社の排出係数だけをみると、原子力発電に

より排出係数が下がるという傾向があるから、再生可能エネルギーと

切り分けるのは難しいと思うが、できるだけ再生可能エネルギーで下

がった係数を見ることができるような体制づくりをしたほうが、いろ

いろな意味で情報の透明化が図れると思う。 
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P.30 に広域的な地域間連携による再生可能エネルギー由来の電力購

入・調達」という文言が入ったのはすばらしいことだと思う。これは、

事業者も取り組みが進められているし、大学などでも当然のように始

めている部分であるため、拡充されていくのはすばらしいことだと思

う。 

P.32 の「短期的な取組イメージ」のところで非常に興味深い表現と

して、「レジリエントな地域社会を支えるエネルギーの調整・融通」と

ある。この調整・融通をやるとなると、系統の話や、太陽光発電をした

人たちが、需給調整に参加していくのかとか、そういうところまで見ら

れているような書きぶりに見えて、非常に興味深く、期待したい。 

P.30 の図 6.1 の「再エネ導入による削減」というところが 2030 年将

来には出ているが、市外からの調達というところが全く出ていない。 

市外からの調達が最も容易で、2030 年よりもっと前に出てきておか

しくないものなので、2050 年に出てくるのは、遅すぎるのではないか。

再エネ導入による削減が、2030 年は９％をベースにしているからこれ

ぐらいになっているかと思うが、そこから 2050 年にいくときにかなり

上げなければいけないので、ここの飛躍を今からどう埋めるのかとい

うことは考えておいたほうがいいと思う。 

以上、コメントと質問である。 

 

一つ目の御質問の省エネ＆再エネ導入シナリオについては、ご指摘

のとおり省エネシナリオで排出量ががくっと落ち、再エネに関しては

P.29 に記載のとおり、太陽光発電のポテンシャルのうち９％を導入す

る前提での推計になっているので、再エネを加えても排出量の削減率

はプラス１％という結果になる。 

９％の根拠については、新築住宅の６割は、国の「第６次エネルギー

基本計画」から設定している。計算根拠としては、茨木市の毎年の統計

データから、将来も新築が同じペースで続けばというところで設定し

ている。 

既存の住宅については、将来的には２割程度の導入ができるという

ことで試算している。２割の設定については、現在の市の住宅用補助制

度として、新築と既存の住宅の比率がおよそ１対１になっていること

からである。 

その軒数だけで考え、新築の住宅が 2030 年に６割となったときの設

置軒数、それと既存の住宅にも同じようなベースで太陽光を設置した

と考え、2030 年の時点では２割というような計算となった。 

毎年、例えば現在、新築が年間 80 軒、既存の住宅でも 80 軒太陽光

がついていて、将来的にそれが同じようなペースで伸びていくと、2030
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会 長 

 

 

久米委員 

 

 

 

 

 

 

 

山田委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年に新築は６割で、同じ軒数で伸びると既存の住宅でも２割程度にな

るという計算になる。 

その２割をもって、住宅だけでなく、その他の事業所、工場等の屋根

にも設置すると考えた。設備容量については、住宅用は４kW、事業所は

20 kW と設定すると、将来的に９％という値が算出された。 

排出係数については、排出係数の出典資料では原子力発電と再生可

能エネルギーの取り合いといったところは明記されていないが、国の

エネルギーミックスの資料であれば、試算という形で数字を整理でき

ると思う。 

 

太陽光の需要のシミュレーションの御意見もあったと思うが、その

あたりは考慮すべきところだと思う。 

 

再生可能エネルギー導入目標に現状４万kWがそのまま続くとしてい

るが、寿命が来ている太陽光もある。また、導入時のように FIT 制度に

よる高値の売電ではないため、更新しない人が増えると思う。一方、工

場がカウント外になっている部分もあり、工場の屋根に増えていくポ

テンシャルもある。過去の上積ではなく、これらを含めて精査するた

め、どれぐらい継続してもらえるかのアンケートをとって数値を見直

しても良いと思う。 

 

質問が３点ある。 

まず、P.30 の図 6.1 に、活動量の変化、電力排出係数の低減によっ

てという手段が書かれている。 

それと、「市外からの電力調達・国等による二酸化炭素の吸収または

除去」と書いてあり、この方法論が付されているが、これは具体的には

どういうことを指されているのか。 

P.31 の表 7.2 において、「太陽光発電」で「耕地等での太陽光パネル

設置（営農型太陽光発電等）」としているが、具体的な構想はあるのか。 

それから３点目だが、P.32 の中長期のところの④だが、「再エネ導入

の施策例」として、要はヒートポンプの導入を挙げられているが、茨木

市で既に取り組んでいる企業はあるのか。ないのか。 

何が言いたいかというと、モデル的な事業所としてどこか積極的に

支援し、効果を示すことで、その他の事業所も続くという形が良いので

はないかと思う。 

大手の製造業者が茨木市からかなり撤退しているので、本当にやろ

うとしているところがあるのかという疑問はある。 
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事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山田委員 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

金谷委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今のご意見３点につきましては、2050 年までに実施していく内容に

なり、今後、市民、事業者に集まっていただき、その中で意見を伺い、

市としての支援の方法等を検討するプラットフォームという場を設け

ることを検討しているため、2050 年までの内容については「これから

です」ということになる。 

本戦略策定においては、具体的な取組を軸として考えるほうが効率

的ではないかという御指摘が以前にもあったが、市としては、まずは方

向性を示すということで計画を策定し、今後みなさまの意見をいただ

き推進していくということで、2050 年に向けてはイメージとして記載

している。 

 

2030 年まで、あと 10 年もない。国の定める 46％の達成を目指すの

ではなく、茨木市の特性や独自性で実現可能な取組を実施し、結果、例

えば 2030 年が半分の 20％となり、未達であっても、最終は 2050 年で

あるので、2050 年に向けて急カーブの取組を実施すればよい。そのよ

うに考えなければ絵に描いた餅や、計画のための計画となる。 

市民に対して、「これについてはこういう成果であり、未達だが、こ

れはやり遂げた」ということが必要ではないかと思う。 

 

先ほどの御質問の１つ目、P.30 の活動量の変化については、人口や

世帯、産業の就業人口の今後の変化を見込んでおり、活動量が減るので

ＣＯ２も削減されるだろうということである。この辺の記載は補足し、

市民にわかりやすい記載としたい。 

耕地等での太陽光パネルの設置構想については、農地転用や所有者

の意向等々もあるため、2050 年に向けての今後の課題として捉えてお

り、構想等はない。 

 

P.31 の表 7.1 が再生可能エネルギー導入の「施策」となっているが、

再生可能エネルギー導入の動きを達成するために、行政ができること

もあるが、限られている。 

目標達成には、本来、行政、事業者、市民がすることに分かれると思

うが、記載方法について行政、事業者、市民に分ける予定はあるか。 

分けない予定であれば、「支援」という言葉を入れるべきと思う。行

政がやる再生可能エネルギーを導入する部分はそのままで良いが、そ

うではない場合、「支援」という言葉を入れて、切り分けておかないと

混乱する。 

P.32 の取組イメージ、P.32 のロードマップも、同様で行政、事業者、

市民と分けたほうが市民や事業者が何をするのかというのがすっきり
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事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

諏訪委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

諏訪委員 

すると思う。 

 

御意見を頂戴したので、見直しがどのような形ができるか検討し、反

映していきたい。 

2050 年に向けての施策例に関しては、どういった形で役割分担等を

示せるか、どういう表記をしていくかということも含めて検討するが、

この戦略は地球温暖化対策実行計画の中の「まちの姿３ 環境負荷が

小さいまちづくりが進んでいるまち」として、再生可能エネルギーの積

極的な導入ということで、こちらの温暖化対策実行計画のほうでは市

民、事業者、市の役割を示しているため、戦略については、実行計画と

も整合がとれるように検討したい。 

 

先ほどの質問に戻るが、P.30 の市外からの電力調達の部分のあらわ

れ方が遅いという問題についてコメントをいただきたい。 

もう一点、先ほど説明いただいた９％のところに戻るが、先ほど補助

金は今後上げていくかもという話があったので、BAU みたいな形で、今

の補助金だとこうだが、もしかしたらもっと上がるかもしれないとい

う上振れ感があった場合どうかという数字にしたほうが、目標として

は適切かと思った。 

P.32 の廃熱回収ヒートポンプはいいポイントを突いていると思った

が、これは再エネなのかというところが気になったので、もう少し話を

しても良いのかと思う。 

施策については、施策というのは技術的な対策だが、このあとの P.33

のロードマップが市として実施する政策の部分になるだろうと思い、

こちらの議論を楽しみにしている。 

 

市外からの電力調達が遅いのではないかという御意見については、

本市としては、まず短期的な取組のイメージとして、太陽光発電にポテ

ンシャルがあり、これまで取り組んできたところを集中して取り組ん

でいくという事と、アンケート等から災害時のレジリエンスとして、避

難所に蓄電池とあわせて導入していくことや、エネルギーの地産地消

として、自分の家で消費していく自家消費型太陽光発電の設置導入の

検討を行っているところであり、具体的なところを着実にやっていこ

うと考えている。電力の調達等に関しては、我々はまだまだ勉強不足の

ところもあり、短期的なところでは、あり方を検討していく段階と考え

ている。 

 

そこは早急に勉強していただきたい。都市部での太陽光導入につい
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狩野委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

狩野委員 

 

会 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

久米委員 

ては、物理的に導入するという話になり、ポテンシャルがあるかないか

という議論になってしまうが、どこかから買ってくるというスキーム

はある。そこのオプションが市民に共有されていないことによる混乱

は、とても大きいと思う。 

このオプションを入れてきたのはすばらしいと思うが、出方がちょ

っと遅いので、ここはもう少しスピード感を持ってやっていただきた

い。 

 

P.29 の「再生可能エネルギーの導入量の考え方」で、太陽光の建物

系だけ入れているが、土地系についてもあったほうが、良いと思う。 

また、表 5.2 で「設備容量」「年間発電量」「参考」と３行続いている

ので、上２行の足し算が参考にみえるので、離して表記してもらったほ

うが、見やすい。 

レジリエンスについては、避難所の蓄電池を考えているということ

を聞いて、アンケート結果にあった防災のことも考えてくれているの

かなと思い、安心した。 

 

土地系については、短期目標からは外しているが、これは、REPOS で

ポテンシャルとして拾える内容が田んぼ、畑、ため池という内容であ

り、短期的に 2030 年に目指すには、現時点で、所有者の意向等、様々

な調整事項があるため、今後の課題として外している。 

 

説明を読んだ人が理解できるような記載にしていただきたい。 

 

新築住宅に４kW を６割、既存の建物に 20 kW を２割入れるという記

載があれば、見直したときに、「あ、ここにこういうふうに導入するん

だ」となったら、こういう審議会等で見て、「もっとほかのところがあ

るのではないか」といった御意見が出てくる可能性もあると思う。「こ

こは今回省いているんだな」とか、「ここでこれだけの量に対してＣＯ

２が出ているんだな」というのを付録や、資料でも結構なので可能な範

囲で記載をお願いしたい。 

そのほうが、市民の方もわかりやすく見られると思う。自分の住宅

は、「これだったら、うちのところも入れようか」とか、そこを含めて、

環境教育や情報提供し、さらにそこを向上させようという狙いがダブ

ルであると思うので、わかりやすく、「現状の計算はここなんだ」とい

うところを示していただきたい。 

 

茨木市として再生可能エネルギーを導入していくのであれば、まず
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何をするのか。 

一例として先ほどあげたが、設備更新により廃棄物発電も今、性能は

良いわけである。 

この性能が良いものを 100％フルに利用できているかと言ったら、摂

津市が受け入れられる余裕があるのだったら、山間部のバイオマスを

持ってきて発電するような協議会を立ち上げて、発電効率をフルで活

用したい。 

バイオコークスが使われて、コークス量を減らされているのはわか

るが、処理量は、マックスで処理したほうが、設備のスチームタービン

の発電効率も上がって、効率がものすごくよくなる。 

100％稼働できているかどうかは、今、行政内で検討できる話である

ため、検証して、100％できていないのであれば、その間、山間部の間

伐材を入れ、それは例えば無償でやって、総電力の収入で賄うとかす

る。 

例えばごみがそうである。 

市民プールも、温水だから、温水というのは廃熱とかが一番使いやす

い。ヒートポンプも使いやすい。高効率のコージェネで電気をつくりな

がら廃熱を利用するというのも、低温のプールみたいなところは使い

やすい。 

だから、市民プールをどうする、市民病院をどうするというようなこ

とを、市として具体的に、何年までに、これだけあるやつはこうする。 

学校であれば、屋上は太陽光パネルを敷けるポテンシャルはあとこ

れだけあるからこれだけ、できないところは遮熱型の塗料を塗って空

調負荷を下げる、窓は、断熱二重窓にできるやつはどれぐらいある、で

きない場合は教育をかねてゴーヤを植えて室内の温度を下げる。 

工場であれば、大きい工場はいくつか決まっている。そこに対して、

指導と協議をして、茨木商工会議所を含めた協議会の中で、具体的にど

ういうことをするかというヒアリングと施策を入れて、工場向けには

こう、一般事業者、家庭に対してはこうしてくださいというふうにす

る。 

新築に６割を４㎾入れてくださいという PR を、市の広報で示す。 

太陽光パネルメーカーも含めて情報交換しながら、規模に応じた最

適な導入方法を情報収集して市民に流すなど、茨木市として具体的な

施策を、家庭向け、事業者向け、市はこういうことをやりますというの

をロードマップで書いてほしい。 

数値までは踏み込めなくても、そういう具体的な項目とロードマッ

プを、2050 年まで時間があるから、検討していただき、分析結果に基

づいて推進してほしい。 
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事務局 

 

 

 

 

 

 

 

久米委員 

 

事務局 

 

久米委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

近隣の市も、2050 年までに二酸化炭素実質ゼロ表明しており、同じ

課題を抱えているので、他市の取組で参考になることはないか、そうい

う観点で情報交換をし、近隣の良い取組を取り入れたら良い。 

 

わかりやすくという観点については、本日回答した内容をどこにど

う記載するかも含め、検討させていただきたい。 

役割分担や、2050 年に向けた取組をどうしていくかということは、

反映できる範囲で検討させていただきたい。 

他市との情報交換については、大阪府で情報交換や研修の場があり、

本市も積極的に参加し、推進体制のあり方も含めて今後の取組に反映

できる分に関しては反映したい。 

 

良いものがあれば、審議会でも御紹介いただきたい。 

 

どういったことがあるかという情報共有・情報交換はしていきたい。 

 

電気自動車のスタンドの計画がもう少しあったほうがいい。 

市民が電気自動車に乗りかえようかと思ったときに、今後、充電スタ

ンドがどうなっていくのかという情報があったほうがいいと思う。 

電気自動車関係について、PHV も含めて、私自身は懐疑的で、そんな

に普及しないだろうとは思っているが、そうは言っても、近場では、都

心部では圧倒的に威力を発揮する。阪急バスや近鉄バスが電気バスを

導入するのであれば、郊外行きで走行距離の長いところよりも、発停回

数が多いような駅前周辺で走らせるほうが、圧倒的に効果がある。駅

前・都心部はどうなっているのかというような交渉をし、近場で発停回

数の多いところのほうが、エネルギーロスもものすごく多いが、プリウ

スなんかを見てもらったら良いけれども、発進のときは全部電気であ

る。高速になったらガソリン併用になる。長距離は、どっちかと言った

ら、燃費のいいガソリンを使うほうがいいが、発停の多いところは電気

のほうが圧倒的に有利なので、さっき言っているように、市街地はどう

なんだと。電気バスは今、彩都とか、あの辺しか走っていませんよね。

だから、そういうことも含めて、中長期的に、バス会社とはこういう協

議をする。 

市としては、スーパーマーケット等の商業施設の充電スタンド導入

情報を入手して広報に掲載するといった活動も必要だと思う。 

 

いただいた御意見については、参考にして、検討させていただく。 
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会 長 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

会 長 

 

諏訪委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

時間になったため、議題１の茨木市再生可能エネルギー導入戦略に

ついての審議はここまでとしたい。 

追加の御意見等については、年末年始もあるが、１月９日までに電子

メールで事務局まで送付いただきたい。 

それでは、次の議題に移る。 

議題（２）茨木市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）案について、

事務局から説明をお願いしたい。 

 

資料「茨木市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（案）」につい

て説明 

 

事務局から説明があった。10 分程度の意見交換を行いたい。 

 

取組例について、市が導入促進をするのか、それとも市は導入促進を

促進するのかといったように、政策で頑張るのか、それとも本当に技術

的にそれを入れるのかというところがわかりにくい。 

その政策の部分は、前の資料に戻るが、先ほどの資料の P.33 を見て、

積極的に記載していると思うが、整合性がどうなのか、いつまでという

ところが、ロードマップにはあるが、こちらの取組例の方にはない。 

ロードマップ取組の出るタイミングが遅い。例えば太陽光発電の普

及施策で「共同購入事業による市民・事業者への導入促進」が、2030 年

から始まるとなっているが、こういう取組は他市・他府県で既に行われ

ていることで、2030 年というのは遅いのではないか。それぞれの中期

の目標が出てくるタイミングが少し遅く、市民への促進や、プログラム

の配布・活用促進については、すぐできることなので、もっと早めに出

てきていいだろうと思う。 

また、導入促進ということを政策でやる場合は、促進ということをど

うやっていくか、詳しい言及があって良いと思う。 

先ほどの御意見の中にもあったとおり、事業者と密に懇談し、伴走型

ではないが、かなり密に連絡をとりながらする促進であるべきだと思

う。また、普及促進については、かなりまじめにやらないと、なかなか

意識づけと動機づけには至らないと思う。 

であるから、まずロードマップにおける取組を早めにする。それか

ら、普及促進といった場合に、具体的な普及促進の体制を整える。そう

いうことをやってようやく、P.８の導入促進の「促進」がものすごく生

きてくる形になると思う。 

 

取組が遅いという御意見については、例えば共同購入事業による市
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民・事業者への導入促進については、市単体でなく、大阪府で取り組ん

でいるものを協力して周知していくことはしているので、そういう意

味では、この線自体をもう少し前にして良いかと思う。 

市自体が主体として取り組むということになると、内部的な検討等

もあるので、そのあたりはもう少し幅広く捉えても良いかと思った。 

 

既に取り組んでいることは多数あると思う。 

 

P.6,7 でイメージ図が、家庭のイメージしか書いていない。事業者も

取り組んでいると思うし、取組例に書いてあるので、事業者のイメージ

図もあったほうが、「これ、みんなで頑張るんやな」ということが伝わ

ると思う。つけ加えるのは難しいかもしれないが、できたらそのほうが

わかりやすいと思う。 

先ほどの「促進」というキーワードに関連して、P.8 に「公共施設等

における太陽光発電等の先駆的」とある。「おにクル」は子育てのお母

さんもたくさん来られるので、「最新」や「促進」といったことについ

て、アピールが高いと思う。今後、各課と会議を進める中で、考慮に入

れていただければと思う。 

 

「おにクル」に太陽光が置けるかについては、重さの問題や設計段階

の話もあるので、すぐにできるかどうかというのはあるが、環境担当の

ほうから働きかけをするなり、イベント等で使用するなど、環境の取組

もしていきたいと思う。 

 

表紙に令和３年３月とあるが、これは更新されないのか。 

 

国の法令が変わるなど大きな変更が入ったときに書きかえをしてい

くことを考えている。 

 

いろんな施策を計画論としてかなり細かいところまで突っ込んでい

かなければいけなくなってしまうということもあり、地球温暖化は不

確実性がかなり高い。 

そういう意味で、最新の技術レベルと５年後の技術レベルを比べる

と、５年後は大分よくなっていくはずで、それを一々計画論に反映させ

るのは無理である。計画できない。 

だから、今時点でまとめられたということは一つの成果かなとは思

うが、不確実性というところは非常に怖くて、今、例えば日本国民にし

ても、その不確実性をどれだけ認識しているのかというのは、本音を言



17 

議 事 の 経 過 

発言者 議 題（案 件） ・ 発 言 内 容 ・ 決 定 事 項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

うと、多分、一部の研究者ぐらいしかない。 

私自身も、その不確実性をどこまで実感しているのかというのは、よ

くわかっていない部分もある。最近、熊の問題が話題で、あれも不確実

性の一つかなと思いながらニュースを見ている。 

それで、これは提案だが、IPCC の結果から整理した大阪府の気温上

昇の絵が、資料の P.７に書いてあり、こういった絵は、ニュースでも

出るが、正直、みんなはわからない。さらに、RCP２や８があり、これ

が確かに濃度によって違う。でも、その背景は何かと言ったら、社会経

済シナリオである。例えば RCP2.6 だと、僕らは一切経済活動しないと

いう前提のもとで出ているが、そんなのは絶対あり得ない。 

RCP8.5 は「今までどおりやっていきましょうね」というもので、そ

うすると地球の最大気温は 80℃ぐらいになると予想されているが、そ

ういったことすらわかっていない。ということは、ここを見ても幅があ

る。 

この中に僕らが今歩んでいこうとしている世界があるので、それが

今どこに行くのかというのが、今、1.5℃上昇と言っているのが COP28

で議論されている。 

そういった中で、今年の平均気温が上がったが、今この中のどこにあ

るのか、今の時点がこのシナリオの中のどこにあるかと言うと、何人答

えられるのかと考えていくと、結局、自分ごとでありながら他人ごとで

もあるみたいな部分もある。 

そういう意味で、こういった絵を例えばホームページとかに記載し、

茨木市の気温は良いとしても、少なくとも今どこにいるのかというこ

とは示したほうが良い。 

今どこにいるのかと言うと、RCP8.5 の一番上の線上に乗っている。

ということは、２℃上昇を抑えられるかと言われると、正直、僕ら研究

者の間では「多分無理だろうね」と言っている。先ほど電気自動車の話

をされたが、いろんな技術革新を今、各国がやろうとしていて、それを

本気でやれば、何とか、２℃をちょっと超えても３℃はいかないという

ような世界はあり得るだろうということは言っている。 

あと、例えば海外旅行では、飛行機は最低限使いましょうとか、その

かわりバーチャルリアリティーで観光旅行できるとかいうようなこと

を、今、内閣府でも、「SIP」という研究プロジェクトで、結構な金額を

つぎ込んでやろうとしている。 

そういった中で、市民や事業者がやらなければいけないことを訴え

るために、ホームページや小学校や環境教育の中に少し盛り込んでも

らうと、「今ここにいるとヤバいよね」と子どもたちは多分すごく反応

すると思う。 
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今、琵琶湖の水位が低いのも、実は温暖化の影響を多分に含んでいる

わけで、そういった身近な話題が自分ごとに切りかわってくる。そうい

った取組ができるのは、国ではなくて、まさに市だと思うので、そうい

うところに少し配慮いただけたらいいかなと思う。 

 

ホームページであれば工夫できる部分もあると思うため、検討して

みたいと思う。 

 

今のことに関連して、「『2050 年までに二酸化炭素排出実質ゼロ』を

表明した自治体（表）」のところに「茨木市」を入れて更新していただ

きたい。 

 

再生可能エネルギー教育を茨木市で頑張っていただきたい。 

 

それでは、時間になったため、茨木市地球温暖化対策実行計画（区域

施策編）（案）に関する審議はここまでとしたい。 

追加の意見等については、１月９日（火）までに電子メールにて事務

局までいただきたい。 

本日の議題は以上としたい。 

これをもって、令和５年度第３回茨木市環境審議会を閉会する。 

 


